
第22期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2018年３月１日から2019年２月28日まで）

ディップ株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及
び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.dip-net.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
　連結子会社の数 １社
　連結子会社の名称 株式会社ＢＡＮＱ
②非連結子会社の状況
　主要な非連結子会社の名称 ＤＩＰ Ａｍｅｒｉｃａ， Ｉｎｃ．
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
　 連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から

除外しております。
　

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数 ４社
　関連会社の名称 株式会社ジョリーグッド

　株式会社ＧＡＵＳＳ
　ｈａｃｈｉｄｏｒｉ株式会社
　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ－Ｒｏｂｏｔｉｃｓ株式会社

当連結会計年度において、新たに出資を行ったｈａｃｈｉｄｏｒｉ株式会社及びＭａｒｋｅｔｉｎｇ
－Ｒｏｂｏｔｉｃｓ株式会社を持分法適用の関連会社に含めております。

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　主要な会社の名称 ＤＩＰ Ａｍｅｒｉｃａ， Ｉｎｃ．
　 Ｂｉｏｗｏｒｋｓ株式会社
　持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
　 （持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても
　 連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
　 重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

③持分法適用手続きに関する特記事項
　持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、直近の財務諸表を使用しております。
　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上、必要な調整を行っております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（4）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
ア.有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時 価 の な い も の………………………移動平均法による原価法

イ.たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯 蔵 品………………………………最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り
下げの方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア .有形固定資産………………………建物は定額法、建物以外については主として定率法を採用しており

ます。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ３年～47年
車 両 及 び 運 搬 具 ５年
工 具 器 具 及 び 備 品 ２年～20年

イ .無形固定資産………………………定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

③重要な引当金の計上基準
イ . 貸 倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

ロ . 返 金引当金…………………………看護師転職サービス「ナースではたらこ」における人材紹介手数料
の将来の返金等に備えるため、将来発生すると見込まれる返金額を
計上しております。

ハ . 賞 与引当金…………………………従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給
見込額を計上しております。

ニ. 株式給付引当金…………………………株式付与規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当
連結会計年度末において従業員に割り当てられたポイントに応じ
て、見込額を計上しております。
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ホ. 役員株式給付引当金…………………………株式報酬規程に基づく取締役への当社株式の給付に備えるため、当
連結会計年度末の在任取締役に割り当てられたポイントに応じて、
見込額を計上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ.のれんの償却方法及び償却期間……………５年間の定額法を採用しております。

ロ .消費税等の会計処理……………消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

2. 表示方法の変更
　連結損益計算書
前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」（前連結会計年度3,740千
円）については、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては営業外収益の「その他」に含めて
表示しております。

3. 追加情報
（株式付与ＥＳＯＰ信託制度について）
当社は、当社従業員の労働意欲・経営参画意識の向上を促すとともに株式価値の向上を目指した経営を一
層推進することにより、中長期的な企業価値を高めることを目的とした信託型の従業員インセンティブ・プ
ラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」制度を2012年５月より導入しております。

(1) 制度の概要
当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに
より信託を設定します。当該信託は予め定める株式付与規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数
の当社株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は株式付与規程に従
い、信託期間中の従業員の等級や勤続年数に応じた当社株式を、在職時又は退職時に無償で従業員に交付及
び給付します。

(2) 信託に残存する自社の株式
株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年
度113,610千円、1,771,975株であります。

(役員報酬ＢＩＰ信託制度について)
当社は、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）を対象に、当社の中長期的な企業価
値向上への貢献意欲を高め、株主との利害を共有することを目的として、「役員報酬ＢＩＰ信託」制度を
2016年８月より導入しております。
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(1) 制度の概要
当社が取締役のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより
信託を設定します。当該信託は予め定める株式報酬規程に基づき当社取締役に交付すると見込まれる数の当
社株式を、当社からの第三者割当により取得します。その後、当該信託は株式報酬規程に従い、一定の受益
者要件を満たす取締役に対して、毎事業年度における業績指標等に応じて決定される株数の当社株式を退任
等による受益権確定日に交付します。

(2) 信託に残存する自社の株式
役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度
250,346千円、83,700株であります。

4. 連結貸借対照表に関する注記
　 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行との間で当座貸越契約を締結しております。
この契約に基づく当連結会計年度末における借入未実行残高は、次のとおりであります。

　当座貸越極度額の総額 8,000,000千円
　借入実行残高 －千円
　差引額 8,000,000千円
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5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 62,000,000株 －株 －株 62,000,000株

　
（2）自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 6,227,269株 651,412株 91,805株 6,786,876株
（注1）変動事由の概要

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。
取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 645,700株
　持分法適用関連会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分 5,712株
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。
ストックオプションの行使による減少 15,000株
株式付与ＥＳＯＰ信託口の株式売却又は交付による減少 58,605株
　第三者割当による自己株式の処分 18,200株

（注2） 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数に含まれている株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社の株式数
は、期首1,830,580株、期末1,771,975株であり、役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社の株式数は、期首83,700株、
期末83,700株であります。

　
（3）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額等
　 2018年５月30日開催の第21期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 1,384,476千円
・１株当たり配当額 24円
・基準日 2018年２月28日
・効力発生日 2018年５月31日
（注） 配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式1,830,580株に対する配当金43,933千円及び役員報

酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式83,700株に対する配当金2,008千円を含めております。

　 2018年10月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,369,680千円
・１株当たり配当額 24円
・基準日 2018年８月31日
・効力発生日 2018年11月13日
（注1） 配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式1,792,840株に対する配当金43,028千円及び役員

報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式83,700株に対する配当金2,008千円を含めております。
（注2） 配当金の総額には、持分法適用関連会社が保有する自己株式（当社株式）に係る配当金が436千円含まれておりま

す。
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　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　 2019年５月29日開催予定の第22期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 1,483,937千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 26円
・基準日 2019年２月28日
・効力発生日 2019年５月30日
（注1） 配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式1,771,975株に対する配当金46,071千円及び役員

報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式83,700株に対する配当金2,176千円を含めております。
（注2） 配当金の総額には、持分法適用関連会社が保有する自己株式（当社株式）に係る配当金が473千円含まれておりま

す。

　
（4）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と

なる株式の種類及び数
普通株式 529,000株
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6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、必要資金については銀行からの借
入により調達しており、設備投資等が発生した場合は、必要に応じて長期借入により資金調達する方針で
あります。

　 ② 金融商品の内容及びリスク並びにリスクの管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当社グループの与信管理規程に従い残高管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早
期把握を行うことでリスクの軽減を図っております。また、長期貸付金は貸付先の信用リスクに晒されて
おりますが、定期的に財務状況を把握することで財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
変動金利の借入金については、金利の変動リスクに晒されております。なお、当連結会計年度末現在、
借入残高はありません。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2019年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注
２）を参照ください。）

連結貸借対照表計上額
（千円）（※１）

時価
（千円）（※１）

差額
（千円）

① 現金及び預金 14,927,535 14,927,535 －

② 受取手形及び売掛金 4,779,883

　 貸倒引当金（※２） △130,625

4,649,258 4,649,258 －

③ 長期貸付金 300,000 306,839 6,839

　 資産計 19,876,794 19,883,633 6,839

④ 買掛金 (227,723) (227,723) －

⑤ 未払金 (2,890,745) (2,890,745) －

⑥ 未払法人税等 (2,166,907) (2,166,907) －

　 負債計 (5,285,375) (5,285,375) －
（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金を控除して記載しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
　① 現金及び預金 ② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　③ 長期貸付金
　この時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

　④ 買掛金 ⑤ 未払金 ⑥ 未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）(※)

子会社株式 33,312

関連会社株式 1,528,203

その他有価証券 3,541,799

（※）市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず時価を把握することが極めて困難と認められます。
なお、当連結会計年度において、その他有価証券について58,349千円の減損処理を行っております。

　
（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

区分 １年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

現金及び預金 14,927,535 － －

受取手形及び売掛金 4,779,883 － －

長期貸付金 － 75,000 225,000

　合計 19,707,419 75,000 225,000

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年04月24日 09時48分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 448円83銭
（2）１株当たり当期純利益 160円86銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 160円83銭
（注）１株当たり情報の算定に用いられた普通株式の発行済株式総数及び期中平均株式数からは、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有す

る当社株式の数（当連結会計年度末1,771,975株、期中平均株式数1,802,911株）及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当
社株式の数（当連結会計年度末83,700株、期中平均株式数83,700株）を控除しております。

8. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はございません。

※ 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお
ります。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び
関 連 会 社 株 式

…………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯 蔵 品…………………………最終仕入原価法に基づく原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り
下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産………………………建物は定額法、建物以外については主として定率法を採用しており

ます。但し、2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３年～47年
構 築 物 15年～20年
車 両 及 び 運 搬 具 ５年
工 具 器 具 及 び 備 品 ２年～20年

② 無形固定資産………………………定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

　
（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 返金引当金…………………………看護師転職サービス「ナースではたらこ」における人材紹介手数料
の将来の返金等に備えるため、将来発生すると見込まれる返金額を
計上しております。

③ 賞与引当金…………………………従業員の賞与支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計
上しております。
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④ 株式給付引当金…………………………株式付与規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当
期末において従業員に割り当てられたポイントに応じて、見込額を
計上しております。

⑤ 役員株式給付引当金…………………………株式報酬規程に基づく取締役への当社株式の給付に備えるため、当
期末の在任取締役に割り当てられたポイントに応じて、見込額を計
上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理…………………消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

　
2. 表示方法の変更

　損益計算書
前事業年度において区分掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」（前事業年度3,740千円）につ
いては、金額が僅少となったため、当事業年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しており
ます。
前事業年度において区分掲記しておりました営業外費用の「損害賠償金」（前事業年度681千円）につ
いては、金額が僅少となったため、当事業年度においては営業外費用の「その他」に含めて表示しており
ます。

3. 追加情報
（株式付与ＥＳＯＰ信託制度について）
当社は、当社従業員の労働意欲・経営参画意識の向上を促すとともに株式価値の向上を目指した経営を一
層推進することにより、中長期的な企業価値を高めることを目的とした信託型の従業員インセンティブ・プ
ラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」制度を2012年５月より導入しております。
　
(1) 制度の概要
当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに
より信託を設定します。当該信託は予め定める株式付与規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数
の当社株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は株式付与規程に従
い、信託期間中の従業員の等級や勤続年数に応じた当社株式を、在職時又は退職時に無償で従業員に交付及
び給付します。
　
(2) 信託に残存する自社の株式
株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度
113,610千円、1,771,975株であります。
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(役員報酬ＢＩＰ信託制度について)
当社は、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下同じ。）を対象に、当社の中長期的な企業価
値向上への貢献意欲を高め、株主との利害を共有することを目的として、「役員報酬ＢＩＰ信託」制度を
2016年８月より導入しております。

　
(1) 制度の概要
当社が取締役のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより
信託を設定します。当該信託は予め定める株式報酬規程に基づき当社取締役に交付すると見込まれる数の当
社株式を、当社からの第三者割当により取得します。その後、当該信託は株式報酬規程に従い、一定の受益
者要件を満たす取締役に対して、毎事業年度における業績指標等に応じて決定される株数の当社株式を退任
等による受益権確定日に交付します。

　
(2) 信託に残存する自社の株式
役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度
250,346千円、83,700株であります。
　

4. 貸借対照表に関する注記
（1）当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行との間で当座貸越契約を締結しております。
この契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は、次のとおりであります。
　当座貸越極度額の総額 8,000,000千円
　借入実行残高 －千円
　差引額 8,000,000千円

　
（2）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　短期金銭債権 506千円
　短期金銭債務 4,650千円
　

5. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
　売上高 497千円
　販売費及び一般管理費 6,079千円

営業取引以外の取引による取引高 1,415千円
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6. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首の株式数 増加 減少 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 6,227,269株 645,700株 91,805株 6,781,164株
（注1）変動事由の概要

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。
取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 645,700株
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。
ストックオプションの行使による減少 15,000株
株式付与ＥＳＯＰ信託口の株式売却又は交付による減少 58,605株
　第三者割当による自己株式の処分 18,200株

（注2） 当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数に含まれている株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社の株式数は、期首
1,830,580株、期末1,771,975株であり、役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社の株式数は、期首83,700株、期末
83,700株であります。
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7. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

未払事業税 115,060千円
貸倒引当金 45,212千円
減価償却費 34,713千円
投資有価証券評価損 14,456千円
未払費用 188,763千円
前受収益 85,766千円
返金引当金
賞与引当金

13,566
69,730

千円
千円

株式給付引当金 22,870千円
役員株式給付引当金 30,775千円
資産除去債務 140,127千円
その他 18,493千円
繰延税金資産合計 779,537千円

　 繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △107,287千円
前払費用 △5,344千円
繰延税金負債合計 △112,632千円
繰延税金資産の純額 666,904千円

（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 532,125千円
固定資産－繰延税金資産 134,779千円

8. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はございません。
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9. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 453円62銭
（2）１株当たり当期純利益 164円50銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 164円46銭
（注）１株当たり情報の算定に用いられた普通株式の発行済株式総数及び期中平均株式数からは、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有す

る当社株式の数（当事業年度末1,771,975株、期中平均株式数1,802,911株）及び役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株
式の数（当事業年度末83,700株、期中平均株式数83,700株）を控除しております。

　
10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はございません。

※ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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